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区　　　　　　　　　　分 令和７年９月末

業  務  純  益 371

実  質  業  務  純  益 160

コ  ア  業  務  純  益 160

コア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 160

経  常  利  益 762

当 期 純 利 益 756

◆損益の状況 （単位：百万円）

経営情報（半期情報の開示について）
　令和7年度上半期（令和7年４月１日～令和7年９月３０日まで）における経営情報をお知らせい
たします。

区　　　　　　　　　　分 残高 
（Ａ）

担保・保証額 
（Ｂ）

貸倒引当金 
（Ｃ）

保全率 
（B+C）/（A）

引当率 
（C）/（A-B）

破 産 更 生 債 権 及 び 
これらに準ずる債権

令和7年3月末 2,565 566 1,998 100 100 
令和7年9月末 3,288 767 2,520 100 100 

危 険 債 権 令和7年3月末 2,688 1,471 932 89.42 76.63 
令和7年9月末 2,225 1,289 634 86.43 67.76 

要 管 理 債 権 令和7年3月末 305 63 32 31.25 13.32 
令和7年9月末 87 55 12 78.25 40.50 

三月以上延滞
債 権

令和7年3月末 ― ― ― ― ―
令和7年9月末 10 7 1 84.06 48.15 

貸出条件緩和
債 権

令和7年3月末 305 63 32 31.25 13.32 
令和7年9月末 77 48 11 77.46 39.64 

小 計 令和7年3月末 5,559 2,100 2,963 91.10 85.69 
令和7年9月末 5,601 2,112 3,168 94.27 90.80 

正 常 債 権 令和7年3月末 78,618 
令和7年9月末 77,110 

合 計 令和7年3月末 84,177 
令和7年9月末 82,712 

 （注）
1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経

営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の

元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。
3．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げる

ものを除く。）です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。
6．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合

計額です。
8．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」及び「正常債権」が対象となる債権とは、貸借対

照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されているものです。

◆協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況（単位：百万円、％）

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

区　　　　　　　　　　分 令和7年９月末 〈参考〉令和７年３月末

預 金 残 高 165,141 165,892 

貸 出 金 残 高 82,566 84,033 

◆預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

令和７年９月末 〈参考〉令和7年３月末

自 己 資 本 比 率 9.30 8.71

◆自己資本比率（国内基準） （単位：％）
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

業　　　　種　　　　別 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

製 造 業 4,104 4.97 4,087 4.86 
農 業、 林 業 2,485 3.00 2,112 2.51 
漁 業 103 0.12 125 0.14 
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 573 0.69 478 0.56 
建 設 業 10,955 13.26 11,053 13.15 
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 30 0.03 0 0.00 
情 報 通 信 業 105 0.12 140 0.16 
運 輸 業、 郵 便 業 3,519 4.26 3,322 3.95 
卸 売 業、 小 売 業 14,244 17.25 10,823 12.88 
金 融 業、 保 険 業 494 0.59 496 0.59 
不 動 産 業 8,565 10.37 8,801 10.47 
物 品 賃 貸 業 18 0.02 21 0.02 
学術研究、専門・技術サービス業 403 0.48 364 0.43 
宿 泊 業 776 0.94 857 1.01 
飲 食 業 1,727 2.09 1,613 1.92 
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 1,294 1.56 1,338 1.59 
教 育、 学 習 支 援 業 369 0.44 350 0.41 
医 療、 福 祉 116 0.14 126 0.15 
そ の 他 の サ ー ビ ス 7,007 8.48 7,524 8.95 
そ の 他 の 産 業 437 0.52 366 0.43 
小 　 　 　 　 　 　 　 計 57,333 69.43 54,006 64.26 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 2,990 3.62 7,605 9.05 
個人（住宅・消費・納税資金等） 22,242 26.93 22,421 26.68 
合 　 　 　 　 　 　 　 計 82,566 100.00 84,033 100.00 

◆貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）
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◎満期保有目的の債券で時価のあるもの�

種　　類
令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末

貸借対照表�
計 上 額 時　　 価 差　　 額 貸借対照表�

計 上 額 時　　 価 差　　 額

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

国 債 298 289 △8 298 292 △5
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 1,400 1,314 △85 1,400 1,316 △83
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 1,698 1,604 △94 1,698 1,609 △89

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 1,698 1,604 △94 1,698 1,609 △89

（注）時価は、令和7年9月末における市場価格等に基づいております。

◎その他有価証券で時価のあるもの�

種　　類
令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末

貸借対照表�
計 上 額 取 得 原 価 差　　 額 貸借対照表�

計 上 額 取 得 原 価 差　　 額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 279 175 104 155 90 65
債 券 302 300 2 303 300 3

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 302 300 2 303 300 3
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 581 475 106 458 390 68

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 6 6 △0 85 91 △5
債 券 18,268 20,277 △2,008 19,126 21,007 △1,881

国 債 1,260 1,567 △306 1,309 1,566 △256
地 方 債 830 914 △84 869 945 △76
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 16,178 17,796 △1,617 16,947 18,495 △1,548

そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 18,275 20,284 △2,009 19,212 21,099 △1,887

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 18,856 20,759 △1,902 19,670 21,489 △1,818

（注）1. 貸借対照表計上額は、令和7年9月末における市場価格等に基づく時価により計上したものです。
　 　2. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は次のとおりです。
　 　　関連法人等株式　　　　　　　　　　　　　1百万円
　 　　その他有価証券
　 　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　15百万円

◆有価証券の時価情報 （単位：百万円）
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

科　　　　目 金　　　　額
（資　　産　　の　　部） 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
現 金 5,113,110 3,471,925
預 け 金 61,601,539 66,077,415
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 20,571,562 21,385,500
国 債 1,559,172 1,608,061
地 方 債 1,132,259 1,172,586
短 期 社 債 ― ―
社 債 17,578,450 18,347,180
株 式 301,680 257,672
そ の 他 の 証 券 ― ―

貸 出 金 82,566,097 84,033,095
割 引 手 形 12,121 12,538
手 形 貸 付 8,872,293 5,945,851
証 書 貸 付 62,883,510 67,868,295
当 座 貸 越 10,798,170 10,206,410

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 1,823,292 1,788,565
未 決 済 為 替 貸 17,377 18,876
全 信 組 連 出 資 金 855,700 855,700
前 払 費 用 17,233 23,052
未 収 収 益 263,136 236,650
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リ ー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 669,845 654,286

有 形 固 定 資 産 3,289,744 3,245,282
建 物 721,675 666,522
土 地 2,298,878 2,298,878
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 269,190 279,880

無 形 固 定 資 産 52,082 51,054
ソ フ ト ウ ェ ア 30,252 29,223
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 21,830 21,830

前 払 年 金 費 用 ― ―
繰 延 税 金 資 産 201,171 201,171
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 16,668 53,498
貸 倒 引 当 金 △3,589,857 △3,578,140
（うち個別貸倒引当金） （△3,174,258） （△2,950,633）

そ の 他 の 引 当 金 △20,644 △20,694

資 産 の 部 合 計 171,624,766 176,708,675

科　　　　目 金　　　　額
（負　　債　　の　　部） 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
預 金 積 金 165,141,242 165,892,442

当 座 預 金 1,032,355 1,437,300
普 通 預 金 80,210,342 81,972,827
貯 蓄 預 金 110,472 110,642
通 知 預 金 275,343 74,706
定 期 預 金 78,228,333 77,219,570
定 期 積 金 4,381,263 4,440,726
そ の 他 の 預 金 903,132 636,668

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 ― 5,000,000

借 入 金 ― ―
当 座 借 越 ― 5,000,000
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 ― ―
コ マ ー シ ャ ル・ ペ ー パ ー ― ―
外 国 為 替 ― ―

外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 369,651 397,136
未 決 済 為 替 借 40,113 44,625
未 払 費 用 161,820 163,698
給 付 補 塡 備 金 839 415
未 払 法 人 税 等 4,770 9,540
前 受 収 益 128,472 51,605
払 戻 未 済 金 ― 94,530
職 員 預 り 金 ― ―
先 物 取 引 受 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 33,635 32,720

賞 与 引 当 金 53,056 26,712
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 177,737 176,614
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ― ―
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,235 3,487
偶 発 損 失 引 当 金 102,082 83,864
特 別 法 上 の 引 当 金 ― ―

金融商品取引責任準備金 ― ―
繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 16,668 53,498
負 債 の 部 合 計 165,861,673 171,633,757
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 8,251,643 8,235,631

普 通 出 資 金 3,201,643 3,185,631
優 先 出 資 金 5,050,000 5,050,000

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―

資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 △585,752 △1,341,780
利 益 準 備 金 ― ―
そ の 他 利 益 剰 余 金 △585,752 △1,341,780

特 別 積 立 金 ― ―
当 期 未 処 分 剰 余 金
（又は当期未処理損失金） △585,752 △1,341,780

自 己 優 先 出 資 ― ―
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 7,665,890 6,893,850
その他有価証券評価差額金 △1,902,797 △1,818,932
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計 △1,902,797 △1,818,932
純 資 産 の 部 合 計 5,763,092 5,074,917
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 171,624,766 176,708,675

◆貸借対照表 （単位：千円）
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

科　　　　　　　目 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
経 常 収 益 2,160,172 3,672,611

資 金 運 用 収 益 1,441,922 2,661,331
貸 出 金 利 息 1,199,115 2,346,660
預 け 金 利 息 138,574 118,140
買 入 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有 価 証 券 利 息 配 当 金 78,507 161,024
金利スワップ受入利息 ― ―
そ の 他 の 受 入 利 息 25,725 35,506

役 務 取 引 等 収 益 58,542 116,464
受 入 為 替 手 数 料 20,894 42,280
そ の 他 の 役 務 収 益 37,647 74,184

そ の 他 業 務 収 益 2,828 5,277
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 ― ―
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 2,828 5,277

そ の 他 経 常 収 益 656,878 889,538
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ― ―
償 却 債 権 取 立 益 95 385
株 式 等 売 却 益 ― ―
金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ―
そ の 他 の 経 常 収 益 656,783 889,153

経 常 費 用 1,397,670 3,003,698
資 金 調 達 費 用 107,224 85,636

預 金 利 息 105,941 84,651
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 606 258
譲 渡 性 預 金 利 息 ― ―
借 用 金 利 息 676 726
売 渡 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル マ ネ ー 利 息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル ･ ペーパー利息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
そ の 他 の 支 払 利 息 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 249,483 531,119
支 払 為 替 手 数 料 10,513 19,457
そ の 他 の 役 務 費 用 238,970 511,662

そ の 他 業 務 費 用 1,854 113,970
外 国 為 替 売 買 損 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 損 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 損 ― 111,664
国 債 等 債 券 償 還 損 ― ―
国 債 等 債 券 償 却 ― ―
金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―
そ の 他 の 業 務 費 用 1,854 2,306

経 費 984,654 1,845,766
人 件 費 522,357 996,446
物 件 費 391,722 750,206
税 金 70,574 99,112

そ の 他 経 常 費 用 54,452 427,205
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 11,717 347,243
貸 出 金 償 却 ― ―
株 式 等 売 却 損 ― ―
株 式 等 償 却 ― ―
金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ―
そ の 他 資 産 償 却 ― ―
そ の 他 の 経 常 費 用 42,735 79,961

経 常 利 益（ 又 は 経 常 損 失 ） 762,501 668,912

◆損益計算書 （単位：千円）

科　　　　　　　目 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
特 別 利 益 1,401 2,422

固 定 資 産 処 分 益 1,351 2,302
負 の の れ ん 発 生 益 ― ―
金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―
そ の 他 の 特 別 利 益 50 120

特 別 損 失 3,104 157,925
固 定 資 産 処 分 損 3,104 8,244
減 損 損 失 ― 149,680
金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 ― ―

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 760,798 513,410
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,770 9,540
法 人 税 等 調 整 額 ― △84,169
法 人 税 等 合 計 4,770 △74,629
当期純利益（又は当期純損失） 756,028 588,040
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） △1,341,780 △1,929,821
積 立 金 取 崩 額 ― ―
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） △585,752 △1,341,780
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●「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣
旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、「『経営者保証に関するガイドラ
イン』への取組方針」を策定しております。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人
と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。
また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行なっております。

●「経営者保証に関するガイドライン」への取組方針は当組合ホームページをご覧ください。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
令和７年４月～令和７年９月 < 参考 > 令和６年度

新規に無保証で融資した件数 169件 360件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 29.81% 31.55%
保証契約を解除した件数 8件 43件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

※個人事業者向けの融資を含みます。

《地域貢献に関する考え方》
　当組合は、青森市に本店を置き、青森県全域を営業区域として、地元の中小零細事業者や住民の皆さまが組合員となって、お互いに助け
合い、発展していくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組織金融機関です。
　中小零細事業者や住民の皆さま一人ひとりの顔が見えるきめ細かな取引を基本としており、常に顧客（組合員）の事業の発展や生活の質
の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えることを活動の基本としております。
　また、地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の向上に積極的に取組んでおります。
　今後とも、「地域から信頼され、地域になくてはならない信用組合」を目指し、地域社会の発展に貢献する「けんしんよう」として皆さ
まとご一緒に歩んでまいります。

《融資を通じた地域貢献》
◎貸出先数・貸出金残高（令和7年9月末現在）
　当組合は、青森県内での資金供給の円滑化を図る役割を担っており、協同組織金融機関として、事業者の皆さまや県民の皆さまの資金
ニーズに迅速にお応えするため、各種融資商品を提供しております。
　また、当組合貸出金の大部分を県内中小企業者や県民の皆さまへの融資で占めており、その状況は次のとおりとなっております。

○事業者向け融資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ○地方公共団体向け融資

先　　　数 貸出金残高 先　　　数 貸出金残高うち運転資金 うち設備資金
1,644先 57,333百万円 38,226百万円 19,107百万円 11先 2,990百万円

○個人向け融資

先　　　数 貸出金残高 うち消費者ローン うち住宅ローン
件　数 貸出金残高 件　数 貸出金残高

8,664先 22,242百万円 11,352件 12,251百万円 600件 6,781百万円

※個人事業者向けの個人消費資金を含みます。

《取引先への支援状況等》
◎事業再生支援への取組み
　当組合では、審査管理部内に「企業再生支援」の専担者を配置し、経営改善や事業再生を必要とするお取引先に対し、営業店、お取引
先と一体となって、経営改善や事業再生に取組んでおります。
　令和7年4月から令和7年9月まで新たに外部機関及び外部専門家を通じての事業再生支援状況は、5先となっております。

◎担保・保証に過度に依存しない融資の推進
　当組合では、無担保・第三者保証人不要の「事業者応援資金ファーストクラス」の取扱いを行っており、担保・保証に過度に依存しな
い融資の推進に積極的に取組んでおります。
　本商品の令和7年9月末現在の残高は215先1,336百万円となっております。

◎創業支援への取組み
　当組合では、新時代に即応した、創業・起業・新事業を志す方に対して、その実現を支援し、新たな価値の創造を促し地域経済の活性
化につなげようと、創業支援融資制度「未来」の取扱いを行っております。

◎物価高騰・人手不足等に対する取組み
　当組合では、物価高騰や人手不足等の影響を受けたお客様に対し、経営力強化保証制度等の各種支援メニューの活用、既存のご融資・ロー
ンのご返済条件の見直し等を通じて、より一層の金融仲介機能の発揮に当組合を挙げて取組んでおります。

《地域サービスの充実》
◎店舗・ATM 等チャネルの充実（令和7年10月31日現在）
　当組合は、県内に19の店舗と、9カ所の店舗外 ATM を設置するほか、全国の MICS 加盟金融機関との ATM 出金業務提携や、全国
の信用組合、第二地銀、信用金庫、労働金庫及びゆうちょ銀行との ATM 入出金業務提携を実施しております。また、セブン銀行（入出
金業務）やイオン銀行（入出金業務）とも ATM 業務提携を行っているほか、JR 東日本関連会社「㈱ビューカード」との ATM 提携に
より、JR東日本管内の駅に設置しているATM「VIEWALTTE（ビューアルッテ）」での出金及び残高照会のお取扱いもできます。
　さらに、青森みちのく銀行との ATM 相互利用で出金手数料無料提携「あすなろネット」に加え、入金手数料無料提携も実施している
ほか、全国の加盟信用組合との ATM 相互利用手数料無料提携「しんくみお得ネット」の実施や、当組合組合員に対しての他信用組合及
び第二地銀、信用金庫、労働金庫、ゆうちょ銀行、セブン銀行の ATM 利用による入金手数料のキャッシュバックサービスを実施するな
ど、ATM利用手数料の無料化を推進しております。
　このほか、各クレジット会社等への ATM 開放や、多様化するライフスタイルにあわせ、インターネットバンキングや QR コード決済
サービスの提供を実施するなど、チャネルの拡充を図り、お客さまの利便性向上に努めております。

◎けんしんよう年金友の会「沙羅」による活動
　けんしんよう年金友の会「沙羅」は、当組合で年金をお受取りの皆さまの親睦を図るため、平成6年に発足し、現在の会員数は9,529
名（令和7年9月末現在）となっております。
　会員の皆さまには、金利上乗せ定期預金や、消費者ローン金利の引き下げ等のサービスを実施しております。

◆地域貢献活動（令和7年4月～令和7年9月まで）

◆「経営者保証に関するガイドライン」への対応について（令和7年4月～令和7年9月まで）
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令和7年度地域密着型金融推進計画
1．基本方針
　当組合は「相互扶助の精神に基づき、組合員の繁栄と地域社会の発展に貢献する」を経営理念としております。協同組織金融機関として、金
融サービスの提供を通じ、地域社会との永続的な共存共栄を目指しており、「地域密着型金融」は、まさにこの経営理念と基軸を一にするもの
です。
　したがいまして、当組合は協同組織金融機関としての役割を最大限に履行するため、地域経済活性化に向けた恒久的な取組みとして、より一
層、地域密着型金融を推し進めてまいります。
　また、国の「デジタル田園都市国家構想」政策に基づき、県内の各地方公共団体が策定する「地方版総合戦略」を中心とした地方創生にも積
極的に関与参画し、地域経済活性化に向け取組んでまいります。
2．推進計画

項　　　　　　　目 具 体 的 な 取 組 み 数値目標
1．顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮

⑴日常的・継続的な関係強化と経営の目標や課題の把握分析
①企業の将来性、技術力を的確に評価できる能力の発揮へ
向けた人材育成

⑵最適なソリューションの提案
①創業・新事業支援機能の強化
②担保 ･ 保証に過度に依存しない融資の推進
③経営改善指導、支援
○経営改善可能性のある企業の選定、支援方策の検討

○外部機関等の活用による事業再生支援

○上部団体である「全信中協」、「全信組連」主催を中心とした外部研修
への参加及び内部研修の実施

○通信教育の励行

○創業支援融資制度「未来」の販売促進
○「事業者応援資金ファーストクラス」の販売促進

○経営改善支援取組先の選定
○経営改善計画取組先の選定
○ランクアップ
○外部機関及び外部専門家等の第三者的視点や専門的な知見・機能の積
極的な活用による事業再生支援

○17先
○17先
○  5先

2．地域の面的再生への積極的な参画
⑴地方公共団体や各種団体等との連携による地域の活性化支援

⑵「デジタル田園都市国家構想地方版総合戦略」の推進と積
極的な参画

○地方公共団体や各種団体等との連携強化及び取組みへの参画

○地方公共団体が策定する「地方版総合戦略」推進のための態勢整備及
び積極的な参画

3．地域や利用者に対する積極的な情報発信
⑴地域密着型金融の取組み状況等に関する情報開示 ○ディスクロージャー誌及びホームページの活用による情報開示

4．その他
⑴地域活性化につながる多様なサービスの提供
利用者ニーズに基づいたサービスの提供と経営への反映 ○「利用者満足度アンケート調査」の継続実施と改善策の検討・

実施

●「けんしんようはばたき奨学金」
　当組合では、地域への社会貢献活動の一環として、高等学校の新入学生を対象とした返済不要の給付型奨学金制度「けんしんよう はば
たき奨学金」を設けております。令和7年度は5月に奨学金をお渡ししております。

●セミナーの開催について
　当組合では、毎年お取引先のお客さまを対象にセミナーを開催しております。昨年度は「副業・兼業人材の活用」をテーマに開催いたし
ましたが、今年は11月20日（木）に「でんさい」をテーマとしたセミナーを、本店営業部6階にて開催いたします。

◆トピックス（令和7年4月～令和7年9月まで）（※上記、地域貢献活動以外の出来事の紹介。）

《文化的・社会的貢献に関する活動》
◎「けんしんようエコ絵画コンクール」の実施

　当組合では、平成22年度から、地球温暖化防止と環境保護活動の一環として「けんしんようエコ絵画コンクール」を実施しております。
　このコンクールは、子ども達に自然環境の美しさや自然環境保護の大切さを知ってほしいと願い実施しているものです。
　今年で16回目の実施となりますが、「青森県の美しい森林」、「青森県の自然と生物」というテーマで、県内の小学校・中学校・高等
学校の児童・生徒の皆さんから作品を募集（募集期間：令和7年7月1日～9月5日）したところ、176点の応募をいただきました。
　入賞した作品については、当組合の本支店においてロビー展を開催するほか、当組合のカレンダーに掲載することにしております。

◎献血運動に参加
　9月1日から9月7日までの「しんくみの日」週間にちなみ、社会貢献活動の一環として、平成15年度より毎年継続して献血活動を実
施しております。今年は、本店において献血活動を実施し、当組合役職員やお取引先の皆さまにもご参加いただきました。

◎未使用はがき・切手等収集寄付活動
　9月1日から9月30日までの1カ月間、未使用のはがき・切手や使用済み切手等の収集活動を行いました。
　役職員はもとより、組合員やお取引先の皆さまからもご協力をいただき、多数の未使用はがき・切手や使用済み切手等が集まり、社
会福祉に役立てるため、青森県社会福祉協議会へ寄付いたしました。

◎「しんくみピーターパンカード」の寄付金贈呈
　「しんくみピーターパンカード」は、お客様に負担をかけることなく、カード利用代金の0.3％を、県内の障害や難病とたたかってい
る子供たちやその家族への支援活動団体や、子供たちの健全育成の支援活動団体等に寄付するほか、0.2％をロンドンの「グレート・オー
モンド・ストリート病院こどもチャリティ」へ寄付するものです。　
　当組合では令和7年9月に寄付金を贈呈しており、今後も引き続きこうした取組みを継続してまいります。



◆店舗一覧表（事務所の名称・所在地及び自動機器設置状況）� （令和7年10月31日現在）

◆青森県信用組合　店舗マップ

【表紙の絵画について】
令和７年度、第１６回けんしんようエコ絵画コンクールで理事長賞を受賞した作品です。
　　左上「青森市立浪岡北小学校5年　石岡　実栞さん」
　　左下「八戸工業大学第一高等学校3年　大坂　尚輝さん」
　　右側 「五所川原市立五所川原第三中学校3年　 山本　彩瑛さん」

店外ATM店 

地区一覧

青森市
弘前市
八戸市
黒石市
五所川原市
十和田市

三沢市
むつ市
つがる市
平川市
東津軽郡
西津軽郡

中津軽郡
南津軽郡
北津軽郡
上北郡
下北郡
三戸郡

※昼休導入店舗

窓口営業時間（平日）  9：00～ 11：30
12：30～ 15：00

　11:30～ 12:30は昼休みとします。
　ATMはお昼休みもご利用いただけます。

●店舗統合移転のお知らせ
当組合では、店舗統合移転を以下のとおり実施いたします。
お客さまには何かとご不便をおかけしますが、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。
統合移転日　令和7年11月25日（火）　　　最終営業日　令和7年11月21日（金）

対象店舗 統合移転後 移転後住所・電話番号

三戸支店
三戸名川支店

〒039-0105
三戸郡南部町大字沖田面字沖中46
　TEL 0179-23-0028　FAX 0179-34-2351名川支店

店　　　　名 住　　　　　所 電　　話 ATM

青森エリア

本 店 営 業 部 〒030-0843　青森市大字浜田字玉川207-1 017-729-3511 1台
中 央 支 店 〒030-0823　青森市橋本1-3-4 017-723-2271 1台

駅 前 支 店※ 〒030-0801　青森市新町1-3-7 017-723-2671 1台
沖 館 支 店 〒038-0011　青森市篠田2-21-12 017-766-2368 1台
浪 打 支 店 〒030-0961　青森市浪打1-1-15 017-743-1504 1台

津軽エリア
弘 前 支 店 〒036-8355　弘前市大字元寺町17 0172-35-0225 1台
黒 石 支 店 〒036-0376　黒石市旭町8-5 0172-52-8341 1台
五所川原支店 〒037-0067　五所川原市字敷島町66-4 0173-35-3020 1台

むつエリア
む つ 営 業 部 〒035-0073　むつ市中央2-8-1 0175-24-1131 1台

大 畑 支 店※ 〒039-4401　むつ市大畑町新町63-3 0175-34-3425 1台
六 ヶ 所 支 店※ 〒039-3212　上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附269 0175-72-2234 1台

県南エリア

三 沢 支 店 〒033-0011　三沢市幸町2-2-12 0176-53-4161 2台
十 和 田 支 店 〒034-0011　十和田市稲生町14-12 0176-23-5265 1台

七 戸 支 店※ 〒039-2525　上北郡七戸町字七戸218-3 0176-62-2175 1台
上 北 町 支 店※ 〒039-2405　上北郡東北町上北南1-22-10 0176-56-3121 1台
八 戸 支 店※ 〒031-0802　八戸市小中野1-4-56 0178-43-0611 1台
三 戸 支 店 〒039-0131　三戸郡三戸町大字二日町66 0179-22-0231 1台

名 川 支 店※ 〒039-0503　三戸郡南部町大字平字広場20-2 0178-76-2204 1台
田 子 支 店※ 〒039-0201　三戸郡田子町大字田子字田子21 0179-32-3320 1台

店　　名 住　　　所
む つ 市 役 所 出 張 所 むつ市
マ エ ダ 本 店 出 張 所 むつ市
ハッピードラッグ苫生店出張所 むつ市
泊 出 張 所 上北郡六ヶ所村
南部町役場南部支所出張所 三戸郡南部町
旭 町 出 張 所 青森市
木 造 出 張 所 つがる市
百 石 出 張 所 上北郡おいらせ町
川 内 出 張 所 むつ市


